
原子力試験研究・平成１２年度終了課題の事後評価結果について 
 

平成 14 年 4 月 16 日  
原 子 力 委 員 会 
原子力試験研究検討会 

 
１．評価対象課題 
 平成 12 年度に研究を終了した先端的基盤研究３７課題（参考４「原子力試験研究の分類」
を参照）を対象に事後評価を行った。 
 なお、総合的研究（クロスオーバー研究（注１））については、平成 11 年度から平成 15
年度の予定で、現在第３期研究を実施中であり、当該年度に終了する課題は無かった。 
（注１）クロスオーバー研究は、各分野において特に複数の研究機関のポテンシャルを有機
的に結集して取り組む必要がある課題について、研究機関間の研究交流のもとに研究開発
を推進する制度として平成元年度に発足。 
 
２．研究評価課題の分野別分類及び課題数 

1) 物質・材料基盤技術分野 ： ７課題 
2) 生体・環境影響基盤技術分野 ：１６課題 
3) 知的基盤技術分野 ： ２課題 
4) 防災・安全基盤技術分野 ：１２課題 

（参考：各分野の概要） 
＜物質・材料基盤技術分野＞ 
 原子炉等の安全に寄与する新材料の開発や物質・材料等の分析・計測技術の高度化を図る
ための基盤的技術（各種ビームの先端的利用等）の開発に関する研究。レーザー等による環
境浄化の方法なども含むが、RI や放射線の単なる利用・応用は除く。 
＜生体・環境影響基盤技術分野＞ 
 放射線による突然変異の検出・解析、環境中の核種移行など、生体・環境への影響を解明
するための先端的技術の開発に関する研究。 放射線による品種改良、食品等の保存、滅菌、
新たな診断・治療法、環境モニタリングなどに関する研究も含むが、RI や放射線の単なる
利用・応用は除く。 
＜知的基盤技術分野＞ 
 原子力施設の運転・保守等の安全性の向上に資する知能システム技術及び計算科学技術の
原子力分野への応用に関する研究。 
＜防災・安全基盤技術分野＞ 
 原子力防災に資する耐震・防災技術及び放射性廃棄物の地層処分等、バックエンド対策に
資する先端的技術の開発に関する研究。 



３．評価の実施方法 
 評価の基準については、原子力委員会が策定した「原子力試験研究に係る研究評価実施要
領」（平成 13 年 5 月 15 日原子力試験研究検討会）に基づき、参考１「原子力試験研究の事
後評価の観点について」に示す基本方針及び留意点により評価を行った。 
 具体的な評価作業は、分野別 WG において、研究担当者が作成した共通調査票（研究期
間、研究予算、研究目標、得られた成果、研究成果の発表実績及び自己評価等を記載）及び
ＯＨＰをもとに、研究担当者からヒアリング（説明 15 分、質疑 8 分）を行った。個別の課
題に対する評価結果については、課題毎に定めた担当評価委員及び WG 主査が研究成果や
指摘事項等の概要をとりまとめた総合所見を作成し、A,B,C の 3 段階評価による総合評価
を行った。 
 A：当初の計画以上の優れた成果が得られた。 
 B：ほぼ当初の計画通りの成果が得られた。 
 C：当初の計画以下の成果しか得られなかった。 
 分野別 WG における評価結果については、平成 14 年 3 月 22 日に開催した原子力試験研
究検討会（第４回）において各 WG 主査から報告が行われ、検討会としての評価結果をと
りまとめた。 
 
４．評価結果の概要 

 
 
５．その他 
 今後、中間評価の年に該当しない継続課題で、諸事情により当初の研究計画を変更する場
合は、原子力試験研究検討会研究評価ワーキンググループによる承認を得ることとなった。 
  



（参考１） 
原子力試験研究の事後評価の観点について 

 
１．評価の基本方針 
 平成１３年１１月に内閣総理大臣決定された「国の研究開発評価に関する大綱的指針」に
基づき、評価は、必要性、効率性、有効性の観点から行った。「必要性」については、科学
的・技術的意義（先導性）、社会的・経済的意義（実用性等）、目的の妥当性等の観点から、
「効率性」については、計画・実施体制の妥当性等の観点から、「有効性」については、目
標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献等の観点から評価を行った。 
 特に、原子力試験研究の評価においては、科学技術を振興するため、研究者を励まし、優
れた研究開発活動を奨励していくとの観点をもって適切な評価をすることで、研究開発活動
の効率化・活性化を図り、より優れた研究開発成果の獲得、優れた研究者の養成を推進し、
社会・経済への還元を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすことに重点を置いた。 
 
２．原子力試験研究における事後評価の留意点 
 ネガティブチェックよりもその後のフォローアップに主眼を置き、担当者を元気にさせ、
折角の成果を外に向かって明るく発信するような、原子力試験研究にふさわしい文化の形成
を強く意識した。特に 
（１） 学問的な内容の適正な評価。 
（２） 原子力試験研究の成果として外に向かってアピールすべき研究成果の指摘。 
（３） 研究成果の原子力分野や異分野の学会誌への積極的投稿の呼びかけ。 
（４） 実用化、産業利用、新産業の創出につながる成果に対するフォローアップの方策の提

案。 
などに留意した評価を行った。 
 総合評価については、事前・中間評価と同様に ABC の３段階評価とした。 
 A：当初の計画以上の優れた成果が得られた。 
 B：ほぼ当初の計画通りの成果が得られた。 
 C：当初の計画以下の成果しか得られなかった。 
但し、ABC の評価よりも前記の指導的コメントの充実に主眼を置いた。 
  



（参考２） 
各分野における研究評価の実施状況について 

 
１．物質・材料基盤技術分野 
 本分野の 7 終了課題のうち、6 課題については WG 委員９名出席のもと平成 13 年 12 月
18 日にヒアリングを行い、当日ヒアリングができなかった 1 課題については、平成 13 年
12 月 27 日に主査、副主査の２名が他委員の書面でのコメントも考慮してヒアリングを行っ
た。 
１）課題評価に際して重点を置いた点 
 審査にあたっては、原子力の安全に寄与する新材料・新技術の開発研究として、あるいは
放射線を高度に利用して物質の分析計測を行う基盤研究として、原子力試験研究にふさわし
い結果を出しているかどうかに重点を置いて評価を行った。 
２）評価結果概要 
 現在と将来の原子力プラントの安全に寄与する炉心材料の新しい評価技術の開発におい
て、および放射線を高度に利用して物質の分析と計測を高効率・高精度でおこなう基盤研究
において、７件のうち A が２件、Ｂが５件であり全体として当初の計画どおりあるいはそ
れを上まわる成果が得られている。 
 評価にあたっては、研究成果が実用化につながるなど積極的に活かされるように、適切な
共同研究や研究交流を行うこと、成果発表は当該分野のみでなく原子力分野や異分野にも
行うとともに論文だけでなく特許申請を行うことが望ましいなどの提言を行った。 
 
２．生体・環境影響基盤技術分野 
 本分野の 16 終了課題については、平成 13 年 12 月 27 日に、１０名のＷＧ委員が出席し
て、ヒアリングを行った。 
１）課題評価に際して重点を置いた点 
 評価に当たっては、「原子力試験研究の事後評価の観点について」の内容を基本方針とし
つつ、各課題が採択されたときの初期条件は何であったか、を念頭においてヒアリングを行
うと共に、採択時の初期条件が不明な課題すなわち事前評価が行われなかった課題につい
ては、当該課題が関係する学問分野での国内外の研究の進捗具合と研究水準を勘案した。ま
た、副次的成果が得られた課題については、その成果の水準の高低も考慮した総合評価を行
った。ただし、副次的成果はあくまで「副次的」であることは申すまでもない。 
２）評価結果概要 
 Ｃ評価になった１つの課題については、研究開始前に事前評価が行われておらず、放射線
生物学の専門家がもし研究計画に参画していたなら避けられたであろう初歩的な段階から
の実験が行われており、得られた結果も、当該学問分野では、新しい成果としての審査に耐
えられるレベルには達していなかった。 



３．知的基盤技術分野 
 本分野については、12 月 10 日に６名の WG 委員が出席してヒアリングを行なった。本
年度終了課題は２課題で、いずれも国土交通省（独）海上技術安全研究所が行なった研究で
ある。 
１）課題評価に際して重点を置いた点 
 研究それ自身として国際的国内的に優れているのみならず、原子力研究として意味のある
成果を出したか。特に、この分野では、計算科学技術や知能システムを、原子力プラントの
管理や安全性や長寿命化のためにどのように応用しようとしているのかを重点的に評価し
た。 
２）評価結果概要 
 後２４の課題は、複雑形状をもつ遮蔽体の安全性を、実験およびモンテカルロ計算によっ
て分析し、精度良く推定する手法を提案したもので、そのデータがハンドブックにまとめら
れ、日本原子力学会の標準委員会において標準データの候補として検討されている点は評
価できる。ただし、査読つき論文発表が若干少ない点が残念である。 
 後２５の課題は、使用済み核燃料輸送における中性子遮蔽に関する研究で、実験結果を計
算コードと対比し有用な結果を得ている。しかし、事例研究に留まり知的基盤としての一般
化への展望が不足している点が残念である。 
 以上２件は、ほぼ予定通りの成果を出していることからＢと評価された。 
 
４．防災・安全基盤技術分野 
 本分野の 12 終了課題について、平成 13 年 12 月 27 日に 10 名のＷＧ委員が出席して、ヒ
アリングを行った。 
１）課題評価に際して重点を置いた点 
 防災・安全基盤技術分野では，次の観点を意識して事後評価を実施した。 
 (1)防災・安全分野の研究は一般大衆の原子力に対する不信感を拭う上で特に重要である。 
 (2)原子力における防災・安全性は他の分野に比して特に厳しいものを求められており，
原子力分野のみならず，各種産業界をはじめとして広く一般の研究組織，研究者の協力が不
可欠である。 
 (3)一般に，当該分野における研究は原子力試験研究としての認識に欠ける面がある。原
子力以外の分野の研究者，研究組織が研究成果を如何に積極的に原子力に反映させるかが，
当該分野の研究促進に重要である。 
 12 件の終了課題について書類審査および実施担当者からのヒヤリングを実施した結果、
当該分野では全体として良好な研究成果が得られていると判断され，総合評価として A：7
件，B：5 件とした。 
２）評価結果概要 
 A 評価とした課題のうち，「原子力施設における火災安全に関する研究」，「高レベル放射



性廃棄物の地層処分用合成緩衝剤の製造技術に関する研究」，「放射性廃棄物地層処分環境
下での応力腐食割れ挙動とその抑止技術に関する研究」および「海域活断層の三次元調査：
デモンストレーションサーベイ」は，優れた研究成果とその公表を積極的に行った点で特に
高い評価を得たものであるが，いずれも原子力機関以外の専門家集団による研究であり，今
後，原子力関係学会・機関とのさらなる連携，協力，成果の反映が望まれる。「機器・配管
系の経年変化を伴う耐震安全裕度評価手法の研究」，「高レベル放射性廃棄物地層処分に関
する地殻変動及び低確率天然事象の研究」および「地盤条件等を考慮した設計地震動の高精
度化の研究」は，軽水炉の寿命評価や地質環境の将来予測，第 4 紀立地における基本的な課
題に対して方向性を明らかにする成果が得られており，今後も引き続き研究の深化，データ
の蓄積が期待される。 
 B 評価の 5 課題においては，いずれも着実に研究を進展させ，一定またはそれ以上の研究
成果が得られているが，それらの実際の現場への適用や実用化にあたっては，原子力関係機
関との密接な連携や協力が必要と判断される。 
 なお，我が国における当該分野の研究は，原子力関係機関とそれ以外の研究機関に分かれ
て競合的に実施されてきているが，研究の円滑な進展，研究成果の適切な反映，研究資金の
効率的運用等の観点から，これが将来的にも適当であるか否かに関して，今後議論する時期
に来ていると考えられる。 
  



（参考３）  

 
 
 
 
 
 
 

評価結果一覧および各課題毎の総合所見  





















































































（参考４） 
原子力試験研究の分類 

 
  



（参考５） 
謝辞の記載方法について 

 
 原子力試験研究により実施された研究成果を誌上で発表する際には、他の資金（競争的
資金、交付・助成金、所内の研究費など）により実施された研究との区別を明確にするた
め、謝辞にその旨を記載すること。 
 
 日本語による記載例： 
（研究実施内容の全てが本予算で実施された場合） 

本研究は、原子力委員会の評価に基づき、文部科学省原子力試験研究費により実施さ
れたものである。 

（研究実施内容に本予算で実施された研究の成果が含まれる場合）   
本研究の一部は、原子力委員会の評価に基づき、文部科学省原子力試験研究費により
実施されたものである。 

英語による記載例： 
（研究実施内容の全てが本予算で実施された場合） 

This study was financially supported by the Budget for Nuclear Research of the Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science and Technology, based on the screening and 
counseling by the Atomic Energy Commission. 

（研究実施内容に本予算で実施された研究の成果が含まれる場合） 
A part of this study was financially supported by the Budget for Nuclear Research of the 
Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology, based on the screening 
and counseling by the Atomic Energy Commission. 

（参考）原子力試験研究費 
Budget for Nuclear Research of the MEXT 

  



（参考６） 
原子力試験研究検討会委員名簿 

 

 
  



（参考）  
平成 12 年度終了課題 

物質・材料基盤技術分野 
【課題番号：２】 

 
 
 
 

低放射化核融合炉構造材料における 
核変換元素の影響 

 
 
 
 
 

物質・材料研究機構 
材料研究所 

構造材料研究センター 
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